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○松本市公共物用途廃止等事務取扱規程 

平成１８年９月１日 

訓令甲第１９号 

改正 平成２８年３月３１日訓令甲第１１号 

松本市公共物用途廃止事務取扱規程（昭和５８年訓令甲第４号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規程は、松本市の公共物の用途廃止、付替え、寄附及び交換をする場合の事務

の取扱いに関して必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、「公共物」とは、松本市公共物の管理等に関する条例（平成７

年条例第４号）第２条に規定する公共物をいう。 

（用途廃止） 

第３条 公共物の用途廃止は、次に掲げる条件を備えるもので市長が認めた場合に行うもの

とする。 

（１） 現に公共物としての機能を喪失しており、今後も公共物として再び利用される見

込みのないもの又は付替えに伴い新設する施設（以下「代替施設」という。）により不

用となるもの。 

（２） 用途廃止しようとする公共物に隣接する土地所有者、地上権者（借家等にあって

は居住者）その他利害関係者の承諾並びに地元自治会長、水利関係者（土地改良区、水

利組合等）の同意が得られるものであること。 

（用途廃止の事前協議） 

第４条 公共物の用途廃止を申請しようとする者（以下「用途廃止申請者」という。）は、

用途廃止の申請を行う前に、松本市公共物用途廃止事前協議申請書（様式第１号。以下「協

議申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１） 位置図 

（２） 不動産登記法（明治３２年法律第２４号）第１４条に規定する地図又は地図に準

ずる図面の写し（以下「公図の写し」という。） 

（３） 現況写真（用途廃止箇所を朱線で明示すること） 

（４） 用途廃止申請者が所有する土地の登記事項証明書 

（５） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、協議申請書を受理したときは、必要な調査を行い、用途廃止の適否を決定する
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とともに、その結果を松本市公共物用途廃止事前協議に関する回答書（様式第２号）によ

り用途廃止申請者に通知するものとする。 

（用途廃止の申請） 

第５条 事前協議により用途廃止が適当とされたときは、用途廃止申請者は、松本市公共物

用途廃止申請書（様式第３号。以下「用途廃止申請書」という。）に次に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

（１） 位置図 

（２） 現況平面図 

（３） 公図の写し 

（４） 用途廃止申請箇所の面積計算書及び求積図 

（５） 用途廃止申請箇所の現況が確認できる写真（用途廃止箇所を朱線で明示すること） 

（６） 当該公共物が有地番の場合は土地の登記事項証明書 

（７） 承諾書（様式第４号。利害関係土地所有者の印鑑登録証明書を添付すること） 

（８） 同意書（様式第５号。印鑑登録証明書を添付すること） 

（９） 利害関係者が所有する土地の登記事項証明書 

（１０） 開発行為等の造成に伴う場合は利用計画平面図 

（１１） 用途廃止申請者本人の印鑑登録証明書 

（１２） その他市長が必要と認める書類 

（用途廃止の決定） 

第６条 市長は、用途廃止申請書を受理したときは、これを審査し、公共物の用途廃止を行

ったときは、松本市公共物用途廃止通知書（様式第６号）により用途廃止申請者に通知す

るものとする。 

（用途廃止後の引継） 

第７条 前条の規定により当該公共物の用途廃止を行ったときは、維持課長は、公有財産引

継書（松本市財務規則（平成３年規則第１０号）様式第１２４号（その２））により契約

管財課長に引き継ぐものとする。ただし、松本市財務規則第１８０条第２項に該当する場

合は、この限りでない。 

（付替え） 

第８条 公共物の付替えは、次に掲げる条件を備えるもので市長が認めた場合に許可するこ

とができるものとする。 

（１） 公共物の機能を低下させないもの 
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（２） 代替施設を市に寄附できるもの 

（付替えの申請） 

第９条 公共物の用途廃止を受けるため、当該公共物の付替えをしようとする者（以下「付

替申請者」という。）は、松本市公共物付替工事施工許可申請書（様式第７号。以下「付

替申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１） 位置図 

（２） 付替えの理由書 

（３） 工事計画説明書 

（４） 工事設計書 

（５） 水路等の付替えの場合は、代替水路等の断面を決定した理由及び根拠となる計算

書 

（６） 承諾書（様式第８号。土地所有者の印鑑登録証明書を添付すること） 

（７） 代替地又は代替地に隣接する土地の所有者が付替申請者と異なる場合は、当該土

地の登記事項証明書及び所有者の印鑑登録証明書 

（８） 付替申請者が代替地について権限を有することを証する書面（土地の登記事項証

明書又は土地売買契約書の写し等及び印鑑登録証明書） 

（９） 同意書（様式第９号。印鑑登録証明書を添付すること） 

（１０） 公図の写し 

（１１） 実測平面図 

（１２） 横断図（新旧） 

（１３） 縦断図（新旧） 

（１４） 構造図（新旧） 

（１５） 求積図（新旧） 

（１６） 開発行為等の造成に伴うものについては利用計画平面図 

（１７） その他市長が必要と認める書類 

（付替えの許可） 

第１０条 市長は、付替申請書を受理したときは、これを審査し、許可すべきものと認めた

ときは、松本市公共物付替工事施工許可書（様式第１０号）を付替申請者に交付するもの

とする。 

（工事完了届） 

第１１条 付替工事の許可を受けた者（以下「工事施工者」という。）は、工事が完了した
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日から７日以内に工事完了届（様式第１１号）を市長に提出し検査を受けなければならな

い。 

２ 検査の結果、施工に不備があると市長が認めたときは、工事施工者は、市長の指示に従

わなければならない。 

（寄附の申込み） 

第１２条 代替施設を市に寄附しようとする者（以下「寄附者」という。）は、寄附申込書

（様式第１２号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。 

（１） 位置図 

（２） 公図の写し 

（３） 現況写真 

（４） 実測平面図及び求積図 

（５） 寄附する土地の登記事項証明書 

（６） 登記承諾書兼登記原因証明情報 

（７） 印鑑登録証明書 

（８） 寄附者が、財産の寄附について議決機関の議決を必要とする団体又は法令の規定

により許可、認可等の手続を必要とする者である場合は、議決書の写し又は当該手続を

したことを証する書類の写し 

（寄附の受入れ） 

第１３条 市長は、寄附申込書を受理したときは、所有権移転登記を行い、寄附受領書（様

式第１３号）を寄附者に交付するものとする。 

（交換） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、公共物付替工事により用途廃止

をするため不用となった土地（以下「不用地」という。）と新たに市に帰属することとな

る土地（以下「付替地」という。）を交換することができるものとする。 

（１） 不用地と付替地が同面積であるとき 

（２） 付替地の面積が不用地の面積を上回る場合は、その価格の差額（同一単価の場合

は面積差）が６分の１以内で、かつ、交換差金請求権放棄について相手方の同意が得ら

れるとき 

（３） 不用地の面積が付替地の面積を上回る場合は、その価格の差額（同一単価の場合

は面積差）が６分の１以内で、かつ、交換差金の納入について相手方の同意が得られる

とき 
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（交換の事前協議） 

第１５条 市長は、第９条の規定による付替えの申請があったものについて、前条の規定に

基づく交換の適否を審査するものとする。 

（払下げ及び交換の処理） 

第１６条 市長は、第５条及び第９条において処理する事が適当と認めたものについては、

松本市財務規則により処理するものとする。 

（補則） 

第１７条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成１８年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の松本市公共物用途廃止等事務取扱規程の規定は、平成１８年９

月１日以後の申請等に係るものから適用し、平成１８年９月１日前になされた申請等につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年３月３１日訓令甲第１１号） 

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 



6/20 

 



7/20 

 



8/20 

 



9/20 

 



10/20 

 



11/20 

 



12/20 

 



13/20 

 



14/20 

 



15/20 

 



16/20 

 



17/20 

 



18/20 

 



19/20 

 



20/20 

様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第９条関係） 

様式第８号（第９条関係） 

様式第９号（第９条関係） 

様式第１０号（第１０条関係） 

様式第１１号（第１１条関係） 

様式第１２号（第１２条関係） 

様式第１３号（第１３条関係） 

 


